
2025年9月1日付で、日興アセットマネジメント株式会社から社名変更しました。
当資料は、アモーヴァ・アセットマネジメントが情報提供を目的として作成したものであり、特定ファンドの勧誘資料ではありません。また、弊社ファンドの運用に何等影響を与えるものではありません。なお、掲載されている見解
および図表等は当資料作成時点のものであり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額は

変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。投資信託の申込み・保有・換金時には、費用をご負担いただく場合があります。詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 1/2

週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 25年末比

米ドル・インデックス 99.24 ▲ 0.0 1.5 ▲ 0.9 ▲ 0.7 0.9

米ドル 159.18 0.3 2.7 1.8 10.5 1.6

カナダ・ドル 115.18 ▲ 0.2 1.6 3.8 10.8 0.8

ユーロ 184.71 0.1 1.1 2.5 13.7 0.4

英ポンド 213.77 1.1 2.3 4.3 10.6 1.2

スイス・フラン 202.87 0.6 1.4 4.9 16.8 2.6

スウェーデン・クローナ 17.00 1.2 ▲ 0.7 3.9 13.7 ▲ 0.1

アイスランド・クローネ 1.287 0.1 2.1 5.1 14.8 3.1

ノルウェー・クローネ 17.17 0.7 5.5 12.6 21.6 10.5

デンマーク・クローネ 24.72 0.1 1.1 2.5 13.5 0.3

中国人民元 23.41 0.5 4.4 6.2 17.0 4.3

香港ドル 20.32 0.2 2.4 1.1 10.4 0.9

台湾ドル 5.04 0.2 2.7 1.3 5.4 1.1

韓国ウォン(100ウォン当たり) 10.49 ▲ 1.0 ▲ 2.2 ▲ 1.4 0.7 ▲ 3.3

シンガポール・ドル 124.39 0.3 1.6 4.0 11.7 2.1

マレーシア・リンギ 40.09 0.1 0.7 6.1 19.4 3.9

タイ・バーツ 4.87 0.2 ▲ 2.4 0.9 11.0 ▲ 2.0

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ･ﾙﾋﾟｱ(100ルピア当たり) 0.899 ▲ 0.4 ▲ 2.2 ▲ 4.0 1.9 ▲ 4.3

フィリピン・ペソ 2.580 0.5 ▲ 3.5 ▲ 3.1 0.3 ▲ 2.9

ﾍﾞﾄﾅﾑ･ﾄﾞﾝ(100ドン当たり) 0.604 0.3 1.2 1.9 9.3 1.4

インド・ルピー 1.66 0.5 ▲ 2.6 ▲ 4.9 ▲ 0.5 ▲ 4.7

オーストラリア・ドル 113.46 ▲ 0.0 3.3 12.4 22.9 8.5

ニュージーランド・ドル 93.05 0.3 0.4 6.0 9.5 3.1

ブラジル・レアル 31.63 0.8 5.6 9.3 25.4 11.0

メキシコ・ペソ 9.19 0.3 1.4 8.6 23.2 5.6

ｺﾛﾝﾋﾞｱ･ﾍﾟｿ(100ペソ当たり) 4.34 4.0 3.9 5.8 26.0 4.7

チリ・ペソ(100ペソ当たり) 17.68 1.2 ▲ 1.2 6.2 15.7 1.6

ペルー・ヌエボ・ソル 46.54 0.7 0.9 0.8 18.3 ▲ 0.1

ポーランド・ズロチ 43.57 0.3 0.7 2.5 14.0 ▲ 0.2

ﾊﾝｶﾞﾘｰ･ﾌｫﾘﾝﾄ(100ﾌｫﾘﾝﾄ当たり) 51.48 0.9 7.2 9.6 27.8 7.5

ルーマニア・レイ 35.20 ▲ 1.4 ▲ 1.8 ▲ 0.5 9.6 ▲ 2.6

トルコ・リラ 3.48 ▲ 0.0 ▲ 1.4 ▲ 5.3 ▲ 5.6 ▲ 4.2

南アフリカ・ランド 9.67 1.7 0.1 7.4 21.0 2.1

エジプト・ポンド 3.01 0.2 ▲ 7.7 ▲ 8.9 4.2 ▲ 8.6

中
南
米

そ

の

他

東
欧

騰落率（%）

欧
州

ア
ジ
ア
・
オ
セ
ア
ニ
ア

為替（米ﾄﾞﾙ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ
を除き、対円）

先週末

北
米

日本国債　注5 284.95 ▲ 0.3 ▲ 5.0 ▲ 6.3 ▲ 7.6 ▲ 4.8

先進国(除く日本)国債　注6 1,071.76 0.5 ▲ 1.7 1.0 4.7 ▲ 0.1

新興国債券　注7 933.95 0.0 ▲ 0.3 2.9 11.2 2.0

日本国債2年物 1.435 0.017 0.172 0.486 0.697 0.257

日本国債10年物 2.763 0.046 0.642 0.985 1.190 0.697

日本国債20年物 3.708 0.038 0.772 0.910 1.120 0.724

日本国債30年物 4.028 -0.008 0.689 0.705 0.848 0.627

米国債2年物 4.123 0.051 0.644 0.613 0.131 0.648

米国債10年物 4.559 -0.035 0.474 0.494 0.029 0.390

米国債20年物 5.074 -0.062 0.402 0.398 0.021 0.280

米国債30年物 5.065 -0.053 0.340 0.352 0.024 0.220

ドイツ国債2年物 2.644 -0.094 0.590 0.630 0.813 0.522

ドイツ国債10年物 3.038 -0.129 0.301 0.335 0.395 0.183

イタリア国債10年物 3.769 -0.178 0.429 0.310 0.117 0.218

スペイン国債10年物 3.468 -0.136 0.319 0.259 0.208 0.180

東証REIT(配当込み) 4,891.34 ▲ 2.0 ▲ 8.9 ▲ 8.2 10.2 ▲ 9.1

842.71 2.1 1.9 11.6 18.7 10.5

1,031.15 2.4 4.7 13.4 31.4 12.2

香港REIT　注9 685.11 ▲ 1.2 8.2 16.6 11.5 15.6

オーストラリアREIT　注9 1,229.88 ▲ 1.3 ▲ 4.6 ▲ 5.5 ▲ 3.2 ▲ 9.0

北海ブレント原油先物 103.54 ▲ 5.2 44.3 65.5 60.7 70.2

WTI原油先物 96.60 ▲ 8.4 45.5 66.4 57.8 68.2

ニューヨーク金先物 4,556.40 ▲ 0.1 ▲ 10.3 10.7 37.1 5.0

CRB指数 392.67 ▲ 1.7 26.3 32.8 32.5 31.4

シンガポール鉄鉱石先物 106.18 ▲ 2.7 11.3 2.1 7.3 0.8

S&P MLPﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ指数 12,554.49 0.8 8.4 25.5 29.3 26.0

S&P BDCﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ指数 373.70 ▲ 2.2 ▲ 2.2 ▲ 6.6 ▲ 10.8 ▲ 10.4

ビットコイン 75,905.35 ▲ 4.0 12.3 ▲ 10.0 ▲ 31.7 ▲ 13.4

債
券

　

 

利
回
り

*

商
品
な
ど

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
REIT指数

(米ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ)
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週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 25年末比

ブラジル　ボベスパ 176,209.61 ▲ 0.6 ▲ 7.5 13.9 28.4 9.4

メキシコ　IPC 68,333.47 0.5 ▲ 4.3 10.4 18.0 6.3

南ｱﾌﾘｶ FTSE/JSEｱﾌﾘｶ全株 113,216.00 ▲ 1.2 ▲ 8.0 3.3 21.6 ▲ 2.3

騰落率（%）
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週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 25年末比

世界株価 注1 615.38 1.3 6.2 15.4 29.4 10.3

先進国株価 注2 15,486.66 1.3 5.9 14.0 27.3 9.0

先進国(除く日本)株価 注3 17,849.67 1.3 6.2 13.7 27.0 8.7

新興国株価　注4 926.22 1.1 8.2 27.5 47.5 20.8

日経平均株価 63,339.07 3.1 11.5 30.3 71.3 25.8

JPX日経インデックス400 35,304.17 0.5 2.5 18.9 43.2 15.0

TOPIX (東証株価指数) 3,892.46 0.7 2.2 18.0 43.3 14.2

東証プライム市場指数 2,007.65 0.8 2.3 18.2 43.6 14.3

東証スタンダード市場指数 1,658.34 ▲ 0.7 ▲ 3.7 12.1 27.2 7.8

東証グロース市場指数 1,054.76 3.5 8.6 18.7 15.7 19.3

NYﾀﾞｳ 工業株30種 50,579.70 2.1 1.9 9.4 20.8 5.2

S&P 500種 7,473.47 0.9 8.2 13.2 27.9 9.2

ナスダック総合 26,343.97 0.5 15.1 18.3 39.2 13.3

ナスダック100 29,481.64 1.2 17.9 21.6 39.6 16.8

ﾌｨﾗﾃﾞﾙﾌｨｱ半導体 12,202.54 5.3 47.7 90.5 155.5 72.3

欧州　ｽﾄｯｸｽ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ600 625.12 3.0 ▲ 0.9 11.2 13.6 5.6

英国　FTSE100 10,466.26 2.7 ▲ 2.1 9.7 19.8 5.4

ユーロ圏　ユーロ・ストックス 646.01 2.9 ▲ 0.4 11.0 13.4 5.5

ドイツ　DAX 24,888.56 3.9 ▲ 1.5 7.8 3.7 1.6

中国　CSI300 4,845.10 ▲ 0.3 4.0 8.8 23.8 4.6

中国　上海A株 4,312.98 ▲ 0.5 0.8 7.3 21.8 3.6

中国　深圳A株 2,995.91 0.0 6.8 20.8 43.8 13.1

中国　創業板 3,938.50 0.2 20.2 34.9 92.5 23.0

香港　ハンセン 25,606.03 ▲ 1.4 ▲ 3.1 1.5 8.8 ▲ 0.1

台湾　加権 42,267.97 2.7 25.8 59.9 95.0 45.9

韓国　KOSPI 7,847.71 4.7 35.1 103.7 202.6 86.2

シンガポール　ST 5,068.15 1.6 1.0 13.4 30.6 9.1

マレーシア　FBM KLCI 1,712.67 ▲ 1.6 ▲ 2.3 5.9 12.2 1.9

タイ　SET 1,538.67 1.4 4.0 22.7 31.1 22.1

インドネシア　ｼﾞｬｶﾙﾀ総合 6,162.05 ▲ 8.3 ▲ 25.5 ▲ 26.8 ▲ 14.0 ▲ 28.7

フィリピン　総合 5,961.40 ▲ 0.3 ▲ 7.8 ▲ 0.6 ▲ 5.5 ▲ 1.5

ベトナム　VN 1,877.13 ▲ 2.3 2.9 13.4 42.9 5.2

インド　SENSEX 75,415.35 0.2 ▲ 8.9 ▲ 11.5 ▲ 6.8 ▲ 11.5

豪州　S&P/ASX200 8,657.03 0.3 ▲ 4.7 2.9 3.7 ▲ 0.7
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2026年5月第4週号 （2026年5月25日発行）

主要指標の動き 2026年5月22日時点（1週間前＝5月15日、3ヵ月前＝2月22日、6ヵ月前＝2025年11月22日、1年前＝5月22日） なお、休場の場合は直前の営業日のデータを使用

※右表の為替ﾚｰﾄは原則としてﾆｭｰﾖｰｸの17時時点のものであり、弊社投資信託の基準価額の算定に用いられる
ものと大きく異なることがあります。また、ビットコインのﾃﾞｰﾀもﾆｭｰﾖｰｸ17時時点です。

※指数に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利は、当該指数の算出元または公表元に帰属します。

※データは過去のものであり、将来の運用成果などを約束するものではありません。

注1  世界株価指数 ： MSCIｵｰﾙｶﾝﾄﾘｰﾜｰﾙﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み）
注2  先進国株価指数 ： MSCIﾜｰﾙﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み）
注3  先進国（除く日本）株価指数 ： MSCI-KOKUSAIｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み）
注4  新興国株価指数 ： MSCIｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾏｰｹｯﾄ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み） 
注5  日本国債指数 ： FTSE日本国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（円ﾍﾞｰｽ）
注6  先進国（除く日本）国債指数 ： FTSE世界国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（除く日本、米ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ）
注7  新興国債券指数 ： JPﾓﾙｶﾞﾝ･ｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾏｰｹｯﾂ･ﾎﾞﾝﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ･ﾌﾟﾗｽ（ﾍｯｼﾞなし･米ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ）

（騰落率がプラスの場合は各通貨高、マイナス▲の場合は円高）

「利回り」変化のデータは、騰落率(%)ではなく、騰落幅*
注8  ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙREIT指数 ： S&PｸﾞﾛｰﾊﾞﾙREIT指数（配当込み）

注9  香港/ｵｰｽﾄﾗﾘｱREIT指数 ： S&Pの各地域/国REIT指数（配当込み、現地通貨ﾍﾞｰｽ）

信頼できると判断したデータをもとにアモーヴァ・アセットマネジメントが作成
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(左下より続く) 7月以来の高水準となった。株式相場は、長期金利の上昇を受けて下落した。
外国為替市場では、ﾄﾞﾙが堅調となった。また、米長期金利の上昇を受け、金先物が売られた。
なお、20日のｱｼﾞｱでは、日本や台湾、韓国、中国本土、香港の株式相場が下落した。

20日
（水）

〇 欧米

ﾄﾗﾝﾌﾟ米大統領、ｲﾗﾝとの交渉は最終段階

英国では、4月の消費者物価指数が前年同月比+2.8%と、市場予想を下回り、2025年3月以来
の低い伸びとなった。米国では、ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領が、ｲﾗﾝとの交渉は最終段階にあり、数日間待つ
用意があると述べた一方、合意に至らなければ攻撃を再開するとした。また、4月のFOMC(連
邦公開市場委員会)の議事要旨が公表され、ｲﾝﾌﾚ率が目標の2%を上回り続けた場合、利上げ
検討の必要性が生じる可能性が高いと過半数の参加者が指摘したことが明らかになった。米
国とｲﾗﾝとの交渉進展期待が高まり、原油先物が大幅安となった。また、欧米の国債利回りが
低下した一方、株式相場は上昇した。米国では、半導体大手の決算発表を引け後に控え、同関
連株などの上昇が相場をけん引した。外国為替市場ではﾄﾞﾙが売られた。

21日
（木）

〇 ｱｼﾞｱ

米半導体大手の決算は市場予想以上、売上高見通しも市場予想の平均を上回る

米半導体大手が前日の引け後に発表した2-4月期決算が市場予想を上回ったほか、5-7月期の
売上高見通しも、予想ﾚﾝｼﾞの上限には届かなかったが、予想の平均を上回った。また、米国の
AI研究･開発大手が今秋の上場をめざし、数週間以内にIPO(株式公開)を申請する準備を進め
ていると報じられた。21日には、AI・半導体関連株などが買われ、日本や台湾、韓国では株式
相場が反発したが、中国本土･香港株式は、同関連株が利益確定売りに押され、続落した。

〇 欧米

中東ﾒﾃﾞｨｱ、米国とｲﾗﾝが最終合意案を完成と報じる

5月のPMI(購買担当者指数)速報値が発表され、ﾕｰﾛ圏では総合ﾍﾞｰｽで前月比▲1.3ﾎﾟｲﾝﾄの
47.5、英国でも同ﾍﾞｰｽで▲4.1ﾎﾟｲﾝﾄの48.5と、それぞれ、2023年10月以来、2025年4月以来の
低水準となった。同指数は50が好･不調の境目。米国では、16日までの週の新規失業保険申請
件数が前週比微減、4月の住宅着工件数は前月比▲2.8%の年率146.5万戸、建設許可件数は
+5.8%の144.2万戸だった。また、ｲﾗﾝの最高指導者ﾓｼﾞﾀﾊﾞ･ﾊﾒﾈｲ師が、同国の濃縮ｳﾗﾝの国外
搬出を禁じたと報じられた。これを受け、欧米の原油先物が一時、上昇した。欧州の国債利回
りは、PMIの発表を受けて低下したが、原油価格が上昇すると、多くの国で上昇に転じた。株式
相場は、小幅高となった英国を除いて総じて下落した。その後、ﾙﾋﾞｵ米国務長官が、ｲﾗﾝとの交
渉について前向きな兆候があると述べたと報じられた。また、米国とｲﾗﾝが最終合意案を完成
させ、数時間以内に正式に発表すると、中東のﾒﾃﾞｨｱが報じた。これらを受け、原油先物は下落
に転じ、ﾆｭｰﾖｰｸでは続落して引けた。米国では、国債利回りが引けでは低下したほか、株式相
場は続伸し、ﾆｭｰﾖｰｸ・ﾀﾞｳ工業株30種が最高値を更新した。なお、22日のｱｼﾞｱでは総じて株高
となり、日経平均株価などが最高値を更新した。

22日
（金）

〇 世界

米国とｲﾗﾝの交渉進展期待が続く

米国とｲﾗﾝの仲介役となっているﾊﾟｷｽﾀﾝの陸軍元帥がﾃﾍﾗﾝを訪問していると明らかにされた。
また、ﾙﾋﾞｵ米国務長官は、ｲﾗﾝとの交渉で僅かな進展があったと明かした。米国とｲﾗﾝの交渉進
展期待から、欧州では国債利回りが低下したほか、株式相場は上昇した。米国では、5月のﾐｼｶﾞ
ﾝ大学消費者信頼感指数の確定値が44.8と、過去最低を更新したほか、1年先および長期の期
待ｲﾝﾌﾚ率がそれぞれ、4.8%、3.9%に上昇した。また、FRB(連邦準備制度理事会)のｳｫﾗｰ理事
は、ｲﾝﾌﾚが近く沈静化しない場合、将来的な利上げの可能性をもはや排除できないと述べた。
利上げ観測が強まり、国債利回りは短期債で上昇し、2年債では一時4.14%台と、2025年2月
以来の高水準となったが、ｲﾗﾝとの交渉の進展期待などから、長期債では低下した。株式相場
は、同期待を背景に続伸し、ﾆｭｰﾖｰｸ・ﾀﾞｳ工業株30種が最高値を更新した。また、ﾄﾞﾙが買われ、
円相場は159円台で推移した。なお、原油先物は、持ち高調整の買いなどから反発した。

先週の主な出来事 （株式市場での反応を○、△、×の順で評価）

日付
市場の
反応

国・地域 指標など（コメント）

5月
18日
（月）

× 世界

ﾄﾗﾝﾌﾟ米大統領がｲﾗﾝへの攻撃再開を示唆し、原油先物が上昇

ﾄﾗﾝﾌﾟ米大統領は17日、ｲﾗﾝに対して、時計は進んでおり、早く動かなければ、何も残らなくな
るとSNSに投稿した。また、取材に対し、ｲﾗﾝがより良い提案を示さなければ、はるかに大きな
打撃を受けるだろうと答え、同国を攻撃する可能性を示唆した。18日のｱｼﾞｱ時間に欧米の原
油先物が上昇した。日本では、高市首相が、電気･ｶﾞｽ料金の補助に向け、2026年度補正予算
案の編成を視野に入れた財政措置の検討に入ったと明かした。前週末の欧米長期金利上昇
や、原油高の影響もあり、国債利回りの上昇が続き、一時、新発10年債で2.800%と、1996年
10月以来の高水準となったほか、新発の5年債、30年債などでは過去最高水準となった。ま
た、株式相場は続落した。円相場は、米金利の先高観や日本の財政拡大懸念などを背景に、一
時、1ﾄﾞﾙ＝159円台に下落する場面もあったが、概ね158円台後半で推移した。

× 中国

4月の主要指標は揃って減速

商務省は16日、米中両国が関税の引き下げで合意したほか、貿易拡大に向けて貿易委員会を
設置し、非関税障壁や市場ｱｸｾｽなどの問題を協議すると発表した。また、米ﾎﾜｲﾄﾊｳｽは17日、
中国が2028年まで毎年、少なくとも170億ﾄﾞﾙの米国産農産品を購入することに同意したと発
表した。18日には、中国の4月の主要指標が発表され、鉱工業生産は前年同月比+4.1%、小売
売上高は+0.2%と、ともに市場予想に反して前月から伸びが鈍化した。1-4月累計の都市部固
定資産投資は前年同期比▲1.6%と、予想外の減少となったほか、不動産投資は▲13.7%と、
予想を上回る落ち込みとなった。中国本土･香港株式は続落した。

△ 世界

ﾄﾗﾝﾌﾟ米大統領、19日に予定していたｲﾗﾝ攻撃を延期

米国がｲﾗﾝに対し、同国産原油への制裁の一部免除を提案したと、ｲﾗﾝのﾒﾃﾞｨｱが報じた。欧米
の原油先物が上げ幅を縮めたほか、欧州では、一時、上昇していた国債利回りが引けでは低
下、株式相場は総じて反発した。また、ｲﾗﾝが米国に新たな提案を送ったとｲﾗﾝのﾒﾃﾞｨｱが報じ
た一方、米ﾆｭｰｽｻｲﾄは同提案について、米政府高官が不十分だと述べたと報じた。その後、ﾄﾗﾝ
ﾌﾟ米大統領は、19日にｲﾗﾝへの攻撃を予定していたが、中東3ヵ国の首脳から、受け入れ可能
な合意が成立する可能性があるとして、同攻撃の見送りを要請され、従ったとSNSに投稿し
た。米国では、10年債利回りが一時、4.63%台と、2025年2月以来の高水準となったが、大統
領のSNS投稿を受け、引けでは低下に転じた。株式市場では、ｿﾌﾄｳｪｱ株や消費関連株の一角
が買われ、ﾆｭｰﾖｰｸ･ﾀﾞｳ工業株30種は反発したが、半導体関連株が売られ、S&P500、ﾅｽﾀﾞｯｸ総
合の両指数は続落した。ただし、大統領のSNS投稿を受け、引けにかけて下げ幅が縮まった。
外国為替市場では、ﾄﾞﾙが弱含みとなった。原油先物は乱高下し、ﾆｭｰﾖｰｸでは一時、1ﾊﾞﾚﾙ＝
109ﾄﾞﾙ台半ばまで上昇したが、その後、上げ幅を縮め、108ﾄﾞﾙ台後半で引けた。

19日
（火）

△ 日本

1-3月期のGDPは市場予想を上回る

1-3月期のGDP速報値は前期比年率+2.1%と、2四半期連続のﾌﾟﾗｽとなり、市場予想も上回っ
た。株式市場では、前日の米国での流れを受け、半導体関連株が売られたことなどから、日経
平均株価は続落したが、銀行株などが買われ、TOPIXは反発した。国債利回りは、財政出動へ
の警戒感などを背景に上昇し、一時、新発40年債で過去最高となった。外国為替市場では、円
相場が概ね159円前後で推移した。なお、台湾や韓国では、半導体関連株が売られ、株安と
なった。一方、中国本土･香港株式は、AI(人工知能)関連株などを中心に反発した。

× 欧米

米30年債利回り、一時、19年ぶりの高水準に

英国では、雇用関連指標が市場予想より悪い内容となり、利上げ観測が後退したことに伴な
い、国債利回りが一時、低下した。しかし、米国債が売り先行となった影響などから、英国債も
含め、欧州の国債利回りは上昇して引けた。欧州株式相場はﾏﾁﾏﾁとなった。米国では、ﾄﾗﾝﾌﾟ大
統領がｲﾗﾝへの攻撃を数日以内に再開する可能性を示唆した。一方、ﾊﾞﾝｽ副大統領は、ｲﾗﾝと
の協議に大きな進展があったとの認識を示した。原油先物が反落したが、国債利回りは上昇
し、一時、10年債で4.68%台と、2025年1月以来、30年債では5.19%台と、2007年(右上に続く)

米国では、5月の消費者信頼感指数(26日)、4月のPCE(個人消費支出)物価指数および新築住宅販売件数(28日)の
発表や、FRB高官および地区連銀総裁の講演などが予定されている。日本では、日銀の植田総裁が27日のｶﾝﾌｧﾚﾝ
ｽであいさつする。欧州では、ECB(欧州中央銀行)の4月の政策理事会の議事要旨が28日に公表される。また、中
国の5月のPMIが31日に発表される。

信頼できると判断したデータをもとにアモーヴァ・アセットマネジメントが作成

今週の主な注目点
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